
 

  

 

  

  

 

 

 

 

 
 

 

 

 

総務省公害等調整委員会
令和２年

５月

第 101 号

特集

担当審査官が語る公害紛争事件

スパイクタイヤ粉じん被害等調停事件

誌上セミナー「騒音・低周波音について」第１回

音に関する基礎知識

ネットワーク 最前線紹介 

500 年の想いを胸に [山梨県甲府市 ]

がんばってまーす

日々悪戦苦闘していますっ !! [京都府長岡京市 ]

円満円滑でお願いします。 [佐賀県伊万里市 ] 

政 策 紹 介 レジ袋有料化について [環境省 ] 



 
 

 
 

  

 
    

 

  

             
 

 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 

 

  

 
令和２年 第101号

５月

武田信玄公像（写真提供：山梨県甲府市） 伊万里トンテントン祭り（写真提供：佐賀県伊万里市）

C o n t e n t s 

2 担当審査官が語る公害紛争事件

スパイクタイヤ粉じん被害等調停事件

について
弁護士（元公害等調整委員会事務局審査官） 大和 陽一郎

６ 誌上セミナー「騒音・低周波音について」（第 1回）

＊音に関する基礎知識 公害等調整委員会事務局

＜ネットワーク＞ 

1０ 最前線紹介

＊５００年の想いを胸に
甲府市環境部環境総室環境保全課 

1２ がんばってまーす

＊日々悪戦苦闘していますっ !!
長岡京市環境経済部環境政策室総括主査

大西 将史

＊円満円滑でお願いします。
伊万里市市民部環境課生活環境係

寳蔵寺 慎太郎



 

  
   

 

  

                       

 

  
  

 

  
  

 
 

 

 
   

 

 

総務省公害等調整委員会

秘
ひ

窯
よ う

の里 大川内山
お お か わ ち や ま

（写真提供：佐賀県伊万里市） 八条ヶ池のキリシマツツジ（写真提供：京都府長岡京市）

１６ レジ袋有料化について
環境省 環境再生・資源循環局総務課 リサイクル推進室 

2２ 東京国際空港航空機騒音調停申請事件の終結に

ついて 公害等調整委員会事務局 ※ 

2３ 公害等調整委員会の動き（令和２年１月～３月）
公害等調整委員会事務局 ※ 

2６ 都道府県公害審査会の動き（令和２年１月～３月）
公害等調整委員会事務局 ※ 

※印の記事は転載自由です。

表紙の写真 朝焼けの金峰山
きんぷさん

（写真提供：山梨県甲府市）＜関連： 10ページ＞

山梨県と長野県との県境に位置し、日本百名山の１座である金峰山（標高 2,599m）は、甲州御岳山と
も呼ばれ、富士山と同様に、古くから山岳信仰における修験の地でありました。山頂では、直立する

五丈岩
ごじょういわ

とともに、修験道の開祖、役
えん
小角
のおづぬ

が蔵王
ざ お う

権現
ごんげん

を祀った石祠を見ることができます。今日では、全
国各地から多くの方が、この金峰山に登り、甲府盆地とその彼方にそびえる富士山の眺めを満喫してい
ます。



 

 

 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 
 

  

    

 

スパイクタイヤ粉じん被害等調停申請事件

スパイクタイヤ粉じん被害等調停申請事件について

弁護士（元公害等調整委員会事務局審査官）

大和 陽一郎

特集「担当審査官が語る公害紛争事件」

スパイクタイヤ粉じん被害等調停申請事件 (概要)
昭和 62 年４月、長野県在住の弁護士 62 人が、長野県知事に対し、スパイクタイヤメーカー７社

を相手方として、スパイクタイヤの使用によって生ずる粉じんの被害の発生を防止するため、スパイ
クタイヤの販売停止（後に製造・販売停止に申請内容を変更）を求める調停を申請しました。
その後、本事件は公害等調整委員会に引き継がれるとともに、東北６県及び北海道の弁護士等 207

人が参加人として加わり、調停が進められた結果、昭和 63年６月に、一定期間後にスパイクタイヤ
の製造・販売を中止する等を内容とする調停が成立しました。
この調停成立を契機として、昭和 63年８月に環境庁長官がスパイクタイヤの使用禁止を法制化す

る方針を明らかにするなど、スパイクタイヤ問題への対応が進み、平成２年６月にスパイクタイヤ粉
じんの発生の防止に関する法律が国会で成立しました。

はじめに
この事件は、多数の弁護士が自ら申請人とな

り、国内の大手メーカー７社を相手として調停を
申請した事件で、その内容の与える衝撃と、申請
人の数の多さや地理的広がりもあって（申請の第
１陣は長野県在住の 62人の弁護士ら、第２陣は
東北６県の 57人の弁護士ら、第３陣は北海道在
住の 150 人の弁護士らが加わりました。）、当初
から社会の注目を集めていました。
昭和 62年４月に最初の申請があって以降、約

１年後の昭和 63年６月２日成立したこの調停に
は、全国紙、キーテレビ局はもとより、地元の新
聞社や全国の週刊誌等、合計 40社を優に超える
報道陣が当時の総理府（以下、全て当時の名称で
述べます。）の広い会議室に押し掛けました。
記者会見には当時の稲橋事務局長が応対し、

担当審査官である私も同席しました。おびただし
い数のフラッシュを浴びたことは、後にも先にも
ない貴重な経験でした。
記者からの質問は極めて好意的な内容であり、

例えば合意形成に至る経過等について質問が及
べば、裁判経験のある私が、訴訟と調停手続の違
いや調停の本旨を説明して「そのような御質問に
はお答えできない。」と回答する予定でしたが、

著者（大和陽一郎氏）

記者たちも心得ていて、そのような質問は一切あ
りませんでした。
この事件の特徴は、次の３点にあります。

１．「民事上の紛争」への柔軟な対応
第１は、そもそもスパイクタイヤによる粉じん

被害を理由に、スパイクタイヤそのものの製造・
販売の全面禁止を求める請求権があるか、という
問題をクリアしたことです。
自動車の騒音を理由に、自動車の製造・販売の

全面禁止を求めることができるでしょうか。まし
て、スパイクタイヤによる粉じんによって、どの
ような健康被害が発現するかについては、当時は
未だ医学的証明ができていない状況でした。
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担当審査官が語る公害紛争事件

一般に民事裁判では「請求権の存否」が厳しく
問われますが、調停手続では、当事者が円満に話
し合いをする機運さえあれば、請求権の存否は措
いておいて、まずは話し合いの手続を進めること
が可能です。まして公調委は、裁判所とは異なり、
公益的で広範囲に社会的影響が及ぶ案件につい
て、行政機関としての柔軟な対応をすることがで
きます。
そこで、公調委も本案件を受理し、合意の成立

に向け、鋭意、手続を進めました。
ただ、健康被害との因果関係は証明されていま

せんでしたので、調停条項の第１項でも「健康へ
の影響も憂慮され」という慎重な文章表現にして
います。

調停条項

１ 当事者双方及び参加人らは、スパイクタイ
ヤの使用による粉じんの発生が、地域住民の
生活環境を悪化させるのみならず健康への影
響も憂慮され、さらには道路施設の摩耗及び
道路標示の消失を招くなど、社会的に極めて
重要な問題を引き起こしているので、これを
解決するために、国及び地方公共団体、タイ
ヤメーカー、ドライバー、住民などが一体と
なって取り組むことが必要であるとの共通認
識に立ち、
被申請人は、昭和 65年 12月末日限り、ス

パイクタイヤの製造を中止し、昭和 66年 3月
末限り、同タイヤの販売を中止するものとす
る。

２ 申請人及び参加人らは、国や地方公共団体
に働きかけ、スパイクタイヤの使用禁止に関
する法制化及び行政施策が図られるよう最善
の努力をするものとする。

３ 被申請人は、スタッドレスタイヤ等の開発・
普及を図るとともに、タイヤ性能等に関する
資料を申請人及び参加人らに提供する。

２．紛争処理機関による情報収集
第２の特徴は、スパイクタイヤの製造・販売に

関わる所轄官庁（当時６省庁ありました。）の取
組状況を把握した上で、調停案の作成に取り掛
かったことです。
私は、本調停手続を進めるに当たって、当時の

勝見委員長から、真っ先に関係６省庁の取組状
況を見てくるようにとの指示がありました。さっ
そく私は関係６省庁を回り、各本省の担当課長
と直接会合して多方面にわたる様々な話を伺っ
てきました。このこと一つをとっても、裁判所の
調停手続とはずいぶん様相が違います。裁判所で
は、調停期日において双方当事者の面前で現れた
資料が全てであって、当事者の意向とは関係ない
ところで、事前に裁判所が資料集めをするなどあ
り得ないことです。裁判所には、常に「裁判の公
正・中立」が求められているからです。この点も、
行政機関の一つである公調委の大きな特性を生
かした対応でした。
関係６省庁の中で、本調停の申立てに基本的

に賛成したのは環境庁ですが、従来から交通安全
のためにスパイクタイヤの装着を推奨してきた警
察庁はもとより、バス・トラック等大型自動車に
ついては未だスパイクタイヤに代わるスタッドレ
スタイヤの開発が十分に行われていないことを
懸念する運輸省、消防自動車やパトカー・救急車
のような緊急自動車には例外措置が設けられな
いかという自治省、スパイクタイヤによって削り
取られる道路施設や道路標識（センターラインや
交差点の停止線等）の補修工事を担当する建設
省、国内タイヤメーカーの保護と輸入タイヤの量
的規制のバランスを常に念頭に置いている通産
省というように、公害予防という総論には賛成で
も、具体的方策となるとその実施は容易ではない
との意見が多々あることが分かりました。
本調停条項第１項の「健康への影響も憂慮さ

れ」の後に「さらには道路施設の摩耗及び道路標
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スパイクタイヤ粉じん被害等調停申請事件
示の消失を招くなど、社会的に極めて重要な問題
を引き起こしているので」と表記されているのも、
関係６省庁の取組状況を見た上での意見表明で
す。
そして、調停委員会は、以上のような諸事情を

十分に参酌した上で、将来の公害発生の予防と
環境保全を前面に打ち出す形で、３年間の猶予
期間を設けてスパイクタイヤの製造・販売を中止
するという調停案を作成し、当事者双方に提示し
ました。

事件の主な経過 

S62.4 長野県在住の弁護士 62 人が長野県知事
に対し、スパイクタイヤメーカー７社を
相手方として、長野県内におけるスパイ
クタイヤの販売停止を求める調停を申請 

S62.5
～ 

S62.10

長野県知事は 8 回に及ぶ調停期日を開催
したが、申請人・被申請人双方から公調
委への事件の引継ぎの要望があった。 

S62.10 長野県知事から公調委に対し、事件の引
継ぎの要望し、公調委は引継ぎを決定 

S62.12 第１回調停期日を開催
申請人から調停申請の変更申請書が提出
され、スパイクタイヤの全国的な製造・
販売停止という内容に申請を変更 

S62.12 
.

東北６県在住の弁護士等 57 人が事件へ
の参加申立て（⇒ S63.1許可） 

S63.2 北海道在住の弁護士等 150人が事件への
参加申立て（⇒ S63.3許可） 

S63.2 長野県内での現地調査を実施 

S63.6 第５回調停期日を開催
①申請人及び参加人ら並びに被申請人ス
パイクタイヤメーカーに調停案を提示
②当事者双方及び参加人らの合意によ
り、平成 2年 12月末日限りスパイクタイ
ヤの製造を中止し、平成３年３月末日限
り同タイヤの販売を中止する等を内容と
する調停が成立

３．スパイクタイヤの製造・販売の
一律全面的中止

第３に、本調停条項の特徴は、何といっても、
一切の例外なしにスパイクタイヤの製造・販売を
一律全面的に中止することをうたったことです。
大型自動車や緊急自動車についても例外とはし
ませんでした。
他方で、交通安全をいかに守るかという問題

は、個々のドライバーへの安全運転の啓発や、国
及び各地方公共団体の取組に委ねることとし、公
害発生の予防と環境保全の実現を優先させる調
停条項に仕上げました。本調停条項第１項に、国、
地方公共団体、タイヤメーカーと並んで「ドライ
バー」を掲げているのも、この問題を意識した内
容なのです。
当委員会の調停案を双方当事者に示したとき、

真っ先に驚嘆の声を上げたのは、申請人側の弁護
士でした。後日、その弁護士の一人が私のところ
に面会に来て、「よもや国の一機関である公害等
調整委員会が、このような画期的な調停案を示さ
れるとは予想もしていませんでした。本当にあり
がとうございました。」と満面笑みを浮かべて話
してくださいました。
６月 11日付けの朝日新聞「天声人語」は、本

調停を「歴史的な四大公害訴訟の苦い例にみる
ように、これまでの公害病の対策はたいてい後追
いだった……ともすると車優先の世の中で、その
便利さにブレーキをかけても守るべきものがある
ことをはっきりさせた」と評価していました。
この調停は、公調委に携わる私たちにとって誠

に貴重な経験をさせていただくものでした。いつ
までも記憶に残る調停です。

（追記）
スパイクタイヤをめぐる調停事件は、その後、

平成元年に入り、国を相手とする「スパイクタイ
ヤ使用禁止等」に係る適切な措置を講ずることを

4　ちょうせい　第101号（令和２年５月）



 

 
 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

担当審査官が語る公害紛争事件

求める調停申請がなされ、平成２年６月に「スパ
イクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律」の
成立を見た後、平成３年３月調停申請取下げに
至るまで続きました。そして、現実に、国内タイ
ヤメーカー７社によるスパイクタイヤの製造は
平成２年 12 月 31 日に、その販売は平成３年３
月 31日にそれぞれ全面中止されました。

【スパイクタイヤにより削られた舗装道路の粉
じんが舞い上がる町並み】写真提供：朝日新聞社

【参考資料】
スパイクタイヤ粉じん被害等調停申請事件に

ついては、以下の公害等調整委員会ホームペー
ジを御参照ください。
・事件の概要等 

https://www.soumu.go.jp/kouchoi 
/activity/spiketire.html

・平成 30年度公害等調整委員会年次報告 

https://www.soumu.go.jp/main_ 
content/000624184.pdf 

スパイクタイヤ使用禁止の法制化の経過 

S63.8 環境庁長官はスパイクタイヤの使用禁止
を法制化する方針を表明 

H1.8 長野県の弁護士グループ 73 人が公調委
に対し、国（環境庁長官ほか関係大臣）
を相手方として、スパイクタイヤの製造、
輸入、販売及び使用を全面的に禁止する
等の適切な措置を講ずることを求める調
停を申請 

H2.4 環境庁長官が中央環境審議会に対し、「ス
パイクタイヤ粉塵の発生防止のための制
度の基本的な在り方」について諮問
同日、同審議会は、本問題の抜本的解決
のためには、スパイクタイヤ粉じんの発
生を防止するための法制化が必要である
こと等を答申 

H2.5 環境庁は「スパイクタイヤ粉じんの発生
の防止に関する法律案」を国会に提出 

H2.6 第 118回国会においてスパイクタイヤの
使用規制に関する法律が可決・成立
（H2.6.27 公布・施行） 

H3.3 法律の成立を受けて、長野県及び北海道
の申請人らは、調停申請を取下げ

※国内７メーカーは、平成 2年 12月 31日までに
製造を中止し、平成 3年４月１日以降の販売を中
止した。
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騒音・低周波音について

公害等調整委員会事務局

第 1 回 ： 音に関する基礎知識 

 

   
 
 
 
 
 

  

 

 

 
 

 

  

 

                                                      
 

 
 

 

 

  

 

   

 

 

 
 

 
 

 

  

■はじめに（本セミナーの目的）

典型７公害のうち苦情件数の約 3 割を占める騒音については、その発生源が航空機や鉄道などの
広域にわたるものから、隣家の室外機によるものまで、その発生源や範囲は多岐にわたります。そ
の解決に向けては、これまでの専門領域による知見やそれに裏付けられた制度、更には様々な取組
により得られた経験などを総合的に活用することが求められます。
本セミナーでは、公害等調整委員会事務局の職員が公害紛争処理の実務を通じて得られた知見

を、地方公共団体の公害関連部局において新たに担当される職員の方に向けて、騒音・低周波音の
問題に関する実務を行う上で理解が望まれる内容を分かりやすく解説します。
なお、この「誌上セミナー」については、今後連載を予定しておりますので、是非、御活用くだ

さい。

１ 音について

（１）音の３要素

音は、空気を介した疎密波といわれる縦波である。
この縦波は、あたかも上下に振れている波のように
変換したグラフとして表すことができる（図１）。
音は、「高さ」「強さ」「音色」の３要素によっ

て決まるが、このうち「高さ」については、この波
の長さに相当する「波長」の長さによって決まるも
のであり、数値として示す際には、１秒間に何回分
の波が振動するかという、周波数（単位は「 Hz」(ヘ
ルツ)）として表される。この周波数が大きい音ほど
高い音になる。

図１ 音の模式図 

1 1気圧は約 1,000hPa (100,000Pa)。

通常、人が聞こえる周波数は、概ね 20～20,000Hz
と言われているが、我が国では約 100Hz 以下の音
を低周波音と呼んでいる。また、そのうち約 20Hz
以下の音は人の耳では特に聞こえにくいが、物の振
動を引き起こし得る音であり、超低周波音と呼ばれ
ている。

（２）音の強さ・音圧・音圧レベル

先ほどの図１で表される波の高さに当たる「振幅」
が、音の「強さ」に相当する。この音の「強さ」の
量を数値として示す際は、まずは「音圧」として、
圧力の基本単位である「 Pa」（パスカル） 1を用いて
表すことができる。このとき、人が聞くことができ
る最小の可聴音となる音圧は、 0.00002Paとされて
いる。
音の「強さ」は、この「音圧」の 2 乗に比例する

性質がある。このため、音の「強さ」を表す際に、
最小の可聴音となる音圧（ 0.00002Pa）の何倍に相
当するかを計算し、更に 2 乗した数値を対数変換し
た上で 10 倍した数値に換算する方法で表すことに
より、最小の可聴音から、ジェットエンジン付近の
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騒音・低周波音について
音までの音の強さを 0～120 程度の範囲で分かりや を算出する計算式と、音圧と音圧レベルの数値を比
すく示すことができる。この方法により表される音 較した表を示す（表１）。 

の強さのことを「音圧レベル」と呼び、単位は「 dB」
（デシベル）により表されるが、最小可聴音との比

2
L[dB]＝10×log10� 

𝐴𝐴 � （A0＝0.00002[Pa]）
𝐴𝐴0 

較により算出される値であるため、無次元の単位で
ある。
ここで、音圧（Ａ [Pa]）から、音圧レベル（Ｌ [dB]）

音圧：Ａ ［Ｐａ］ 0.00002 0.0002 0.002 0.02 0.2 2 20

（Ａ / Ａ0）2 ［－］ 1 100 10000 106 108 1010 1012

音圧レベル：Ｌ［ｄＢ］ 0 20 40 60 80 100 120

表１ 音圧と音圧レベルの数値の比較

音圧レベルにより音の「強さ」を表す方法は、音
圧レベルの数値と騒音の状態を関連づけて理解し
やすくできる反面、数値が対数変換などを行うこと
により算出されるため、計算の背景を理解していな
いと誤解が生じることも起こり得る。例えば、 60 dB
を発する室外機が 2 台あると、何 dB になるかとい
う問題があるとすると、その答えは約 3ｄＢ（正確
には、10×log10 2 dB 分）上昇して約 63 dB という
ことになる。

２ 周波数重み付け特性と時間重み付け特性

（１）周波数重み付け特性

人の耳は、同じ音圧レベルの音であっても周波数
によって聞こえ方が異なり、特に低い音には感度が
悪いという特性がある。このため、人の耳の感覚に
近づけるべく、低い周波数帯の音には感度を低く考
慮するなどの補正を行ったものがＡ特性になり、図
２で示されるような補正を行った「音圧レベル」を
「騒音レベル」と呼んでいる。

図２ 周波数重み付け補正の曲線

音圧レベルの補正には、他にも大きな音の聴感と
近似した比較的平坦な補正曲線であるＣ特性や（図
２）、超低周波音の評価のために用いられるＧ特性
がある。

（２）時間重み付け特性

また、刻々と変化する音環境を、騒音計を用いて
測定する際には、急激な音の変動を緩やかに変化し
ているように表示するために、変化に対する応答時
間を軸とした補正も行われている。この時間重み付
け特性には、反応時間を 0.125 秒と速い（ Fast）時
定数とする場合と、 1 秒と遅い（ Slow）時間に設定
できるが、公害としての環境音の測定を行う場合に
は、「Fast」と設定することが適当である場合が多
い。

３ 様々な騒音レベル

様々な騒音を測定した結果としての騒音レベル
値を示す際に、その算出の方法により、いくつかの
方法がある。ここでは、公害としての騒音において
頻繁に扱われている算出の方法について紹介した
い。
（１）最大／最小騒音レベル（Ｌmax、Ｌmin）

最大騒音レベル（Ｌmax）は、測定時間内におけ
る最大となる騒音レベルを表し、同様に最小騒音レ
ベル（Ｌmin）は、最小となる騒音レベルを表す（図
３）。
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誌上セミナー

図３ 最大／最小騒音レベル

（２）等価騒音レベル（ＬAeq）

等価騒音レベル（ LAeq）は、通常、 A 特性による
補正のもとで算出され、環境省が定める環境基準な
ど、公害として騒音の評価において頻繁に用いられ
る方法であるが、測定時間内において様々な大きさ
の音が混在している中で、その積分値としての面積
の大きさが同等に等しい音が、何 dB になるかを示
した値となる（図４）。

(測定時間  )

図４ 等価騒音レベル

（３）時間率騒音レベル（Ｌ5、Ｌ50、Ｌ95）

時間率騒音レベル（Ｌ5、Ｌ50、Ｌ95）についても、
騒音規制法や地方自治体が定める条例における基
準として用いられているが、これらは測定時間
（100％とする。）において、Ｌ5の場合は、測定時
間の 5％に当たる時間はその値が示す騒音レベル以
上であったことを表し、同様にＬ50 の場合はその 

50％に当たる時間の間、Ｌ95 の場合はその 95％に
当たる時間の間は、それらの値が示す騒音レベル以
上であったことを表す（図５）。
そのため、測定時間内において一定の騒音レベル

の音の場合であれば、Ｌ5、Ｌ50、Ｌ95 ともに同じ

値となることになるが、変動が大きい音であればあ
るほど、Ｌ5＞Ｌ50＞Ｌ95 の関係で、これら三者の
差が大きくなるといえる。

測定時間

図５ 時間率騒音レベル

（４）単発騒音暴露レベル（ＬAE ）

単発騒音暴露レベル（ LAE ）は、通常、 A 特性に

よる補正のもとで算出され、主に航空機、電車やくい

打ちなどの単発的に発生する騒音に対して用いられる

方法である。単発で発生した騒音の大きさを、その積

分値としてのエネルギー量と同等のエネルギー量を

持つ定常音が 1 秒間発生した場合に、何 dB に相当す

るかについて算出した値となる（図６ ）。

図６ 単発騒音暴露レベル

（５）WECPNLとＬden

航空機などによる騒音に関しては、関連する法律
に基づき住宅防音工事や移転補償措置を実施でき
る区域を指定するための騒音レベルの指標として、
以前は WECPNL が、現在はＬden による計算方法
がある。
これは、両者ともに航空機などの通過ごとに、測

定地点に伝搬する音によるエネルギーの大きさを
足し合わせ、また、夕方・夜間に発生した場合は、

8　ちょうせい　第101号（令和２年５月）



 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

   

 

   

 

  

 

 

 

 

 

騒音・低周波音について
重み付け計算をした上で、１日間当たりに累積され
る量を表すという考えに基づき、算出されるもので
あり、単位は、いずれも「 dB」（デシベル）である。 

WECPNL とＬden の大きな違いは、エネルギー
の大きさを算出する際に、 WECPNL は騒音レベル
のグラフの三角形の近似値により計算するのに対
し、Ｌden はデジタル処理技術の向上により、変化
する騒音レベルを積分により、より正確に計算を行
うものである（図７）。平成 19 年 12 月の環境省の
環境基準の改正により、 WECPNL からＬden に変
更された。
これらの指標に基づいて表される数値の程度に

ついては、例えば、住宅防音工事の対象区域の基準
とされているＬden 値 62dB（WECPNL 値 75dB）
は、おおよその計算では、１日当たりに最大騒音レ
ベル（Ｌmax）が 85dB であれば 50 回、80dB の場
合は 150 回分の騒音が発生した場合に相当するも
のと算出される。

【 WECPNL 】

【 Ｌden 】

図７ WECPNLとＬdenの計算の考え方

出典：図１～図２：「低周波音測定方法講習会資料」（環境省）
図３～図６：「騒音計とは」（㈱小野測器） (図４及び図
５については説明内容と表現を統一するため一部修正
した。）
図７：「航空機騒音評価指標の変更について」（国土交
通省）

謝辞：本稿の作成に当たっては、倉片憲治・早稲田大学人間
科学学術院教授の御協力をいただきました。御礼申し
上げます。
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最前線紹介 
500 年の想いを胸に

山梨県甲府市環境部環境総室環境保全課

ネットワーク

１ 歴史の香り漂う街「甲府」

皆さんは「甲府」と聞いて、何を連想しますか。

「昨年度のブロック会議の開催都市」とお答えの

方は、本誌の熱心な読者だと思います。この他の

御意見として「武田信玄公」「甲府鳥もつ煮」「ワ

イン」が多数かと思いますので、当市におけるワ

インの歴史についてのお話しから始めます。

今から遡ること約 150年、明治３・４年頃には、

市内在住の２名が甲府市 広庭
ひろにわ

町
ちょう

（現:甲府市武

田）で、国産ワインの始まりとされる、野生葡萄

を用いた醸造を行っています。さらに、明治 10年

には彼らの志を引き継いだ県立葡萄酒醸造所が甲

府城の跡地に設立され、国産ワイン発展の礎とな

りました。今日では、ぶどう畑・ワイナリーに加

え、国内唯一とされるワインの教育機関が所在す

る程に、ワインは当市内に根付いています。

もう１つ歴史に関する話題です。当市は、平成 

31年（ 2019年）に開府 500年を迎えました。これ

は永正 16年（ 1519年）に武田信虎公が、躑躅
つ つ じ

が

崎（現 :甲府市古府中町
こふちゅうまち

）に居館を構え、この地

を治めたことに由来します。当市の名称「甲府」
． ．

は、甲斐の府中を表しており、開府以降 500年余

り続いています。

開府 500年記念のスパークリングワイン

２ 当市における公害苦情処理

当市において公害苦情処理を担当する公害係に

は、事務職、土木職、水質検査職等と多様な職種

で構成する９人が在籍しています。さらに、大気

汚染防止法等の環境規制法令も担当していること

から、公害苦情処理において小回り・迅速対応を

可能としています。なお、廃棄物に関連する公害

苦情については部内の所管と連携することで、速

やかな対応・処理に努めています。

当市の公害苦情における特徴は、ブドウ等の果

樹剪定枝の野焼きに伴う苦情が見られることです。

例年、冬季を中心に苦情が発生していますが、広

報誌等による呼びかけに加え、粘り強く現場対応

を行うことで、近年では苦情件数が減少傾向に転

じています。

一方、他自治体と同様、当市においても、近年

公害苦情の内容が多様化しています。生活騒音等

の法令の規制対象外の案件を初めとして、「発生

源に直接話をすると、ご近所付き合いに差し障る

ので、匿名ということにして市から苦情を伝えて

欲しい」「マンションのオーナーだが、下階のテ

ナントからの音がうるさいので、市で指導して欲

しい」等の人間関係を懸念するもの、「農家が行

う焼却は法律の例外、とウェブニュースで見たが、

隣の畑で行っている野焼きは例外に該当するのか」

のように情報の氾濫に伴うものを挙げることがで

きます。

さらに、電子メールによる公害苦情申立が増加

しています。電子メールでは、受付時に苦情の詳

細を把握するのが困難であることが多く、その後

の公害苦情処理を進める上で苦慮しています。
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ネットワーク／最前線紹介

３ 公害苦情処理の経験から

このように、多様化した公害苦情への対応の際

に感じるのは、対人能力の重要性です。特に、公

害苦情受付時に苦情申立者と信頼関係を短時間で

築くことが肝要です。その際の留意点は、①申立

者が十分に吐露できるよう、言葉遣い・タイミン

グに配慮する、②申立者の気持ちを受け止める、

③申立者と同じ方向を向く、の３点であると感じ

ています。

受付時に信頼関係を築くことで、十分な情報を

得ることもでき、的確な公害苦情処理を行えます。

さらに、対応結果が申立者の期待とは異なった場

合でも、申立者は一定の満足を得ている、と感じ

ます。

ここで、当課が経験した対人関係に特徴がある

２例を紹介します。

１例目は、悪臭苦情の電話を受けた時のもので

す。話を伺うと、強い臭気を感じている様子がな

いと感じたことから、特に対話に注意を払いお話

しを進めたところ、相談者はダイオキシン類が物

の燃焼で発生するとの情報を基に「悪臭（＝焼却

＝ダイオキシン類）＝危険」との認識をお持ちで、

わずかな悪臭を不安に感じていることを理解でき

ました。当市では大気のダイオキシン類の常時監

視を行っていること、悪臭等の苦情に対応してい

ることを伝えたことで、相談者に安心していただ

くことができました。

２例目は、野焼きの現地調査結果を苦情申立者

に報告した際のものです。発生源付近で灰の飛散

を確認できたことを踏まえ、「あの焼却跡の状況

からすると、野焼きの時には灰が飛んできて大変

だったのではないでしょうか。」と伝えたところ、

それまで堅かった苦情申立者の口調が「そうなん

ですよ。あの時は…」と柔らかいものに変わり、

会話を円滑に進めることができました。当方が、

苦情受付時に申立者が口にしなかった気持ちを察

して伝え、苦情申立者の気持ちに寄り添い同じ目

線を持ったことで、公害苦情処理の促進につなげ

ることができたものと考えています。

当市では、対人能力の訓練として、実務経験を

重視してきました。この実務経験の中で、医療に

おける「ナラティブ・アプローチ」（患者や相談

相手を理解する際に、相手の「物語り（narrative）」

を最大限に尊重するアプローチ）に類似した対応

を無意識のうちに身に付けてきたと感じます。し

たがって、今後は実務経験と並行して、ナラティ

ブ・アプローチの中核概念といえる「物語能力」

への理解を深めることで、対人能力に磨きをかけ

ることができるものと考えています。

４ むすびに

「甲府」の名称の基となった「甲斐」は、一説

には交通の要衝を表す「交ひ」を語源としている

と言われています。今日においても、当市とその

周辺では、中部横断自動車道の静岡県・山梨県間

の開通（本年）、リニア中央新幹線の品川・名古

屋間の開通（令和９年）が予定されています。当

市は、これら交通環境の変化に呼応するように、

新たな時代を迎えようとしています。

甲府の街並み

このような時代の変化の中にあっても、当課で

は、武田信玄公が遺した名言「人は城、人は石垣、

人は堀、情けは味方、仇は敵なり」に従い、人を

中心に据えたこれまでの 500年と同様に、次の 500

年においても、人を中心に据えた公害苦情処理を

通じて、この街の良好な環境を次世代に引き継い

でまいります。

（執筆：公害係 山田康雄）
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ネットワーク

日々悪戦苦闘していますっ！！

京都府長岡京市環境経済部環境政策室総括主査

大西 将史

がんばってまーす 

こんにちは。私は、京都府の長岡京市環境経済

部環境政策室環境保全担当の大西です。当室に人

事異動してきたのは平成 23 年４月からですので 

10年目ということになります。騒音や振動といっ

た典型７公害以外にも、生活苦情、外来生物、空

き地の雑草などの相談にも携わっています。また、

動物愛護の業務も担当しており、４月には狂犬病

予防集合注射も行うなど、仕事内容は多岐にわた

っています。もちろん、自動車騒音や河川水質な

どの調査も行っており、環境監視も実施していま

す。

しょうりゅうじじょう

“山崎合戦 ”明智光秀 最期の城「勝 龍 寺城」

さて、皆さんは長岡京市をご存じでしょうか。

当市は、京都盆地の南西に位置し、北は向日市・

京都市、東は京都市、南は大山崎町、西は西山を

境に大阪府と接しています。東西約 6.5㎞、南北

約 4.3㎞と東西に長く、面積 19.18㎢に約８万人

の市民が暮らしています。面積の約 40％を占める

西山は、代表的な景観となっており、麓には竹林

が広がっています。中央部はアゼリア通りを中心

とする商業地、西部・北部は住宅や農業に広く利

用されています。また、東部には工場が立ち並ん

でいます。

交通は、JR東海道本線と阪急京都本線が、東海

道本線の東側には東海道新幹線・名神高速道路・

国道 171号が縦走しており、交通の便に恵まれて

います。

また、当市は大河ドラマ「麒麟がくる」の明智

光秀やその娘である玉（細川ガラシャ）のゆかり

の地でもあり、勝龍寺城など歴史の舞台がありま

す。

さて、ここからは環境保全担当のとある一日を

御紹介しましょう。

朝一番、電話が鳴ります。こう言ってしまえば

大げさかもしれませんが、このような日は、一日

現場に出かけるパターンが多い気がします。年間

を通じると、特に夏場は、害虫駆除や空き地の雑

草に関するものなど、この季節ならではの相談や

問合せが増えてきます。また、季節の変わり目の

時期も問合せが多くなる傾向があり、引っ越しや

退職など生活の変化が要因となっているように感

じられます。

騒音や悪臭の問合せといってもその多くは生活

系のものであり、何らかの規制基準がある法令に

基づいた対応ができないケースが多くあります。

それでも、問合せに対して現場も確認せずに電話

対応のみしていると、更なる苦情に発展する可能

性があったりするので、連絡先や困っている状況

を詳しく聞き取った上で、極力その日のうちに現

場確認を行うようにしています。しかし、多くの
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問合せを取り扱っていると優先順位を決めて対応

を進めなければならないこともあります。また、

緊急を要する他業務と重なって全く対応できない

日もあるので、相談者に市役所は取り合ってくれ

ないという負の印象を与えないように気を付けな

がら、「いつ現場確認を行う」「すぐに判断がで

きないので調べてみます」など、相談者に対して

目途等をお知らせして理解を求めるようにしてい

ます。市役所が相談者に向き合って行動している

姿勢を示すことが大切であり、そのように心がけ

ています。

また、どこの自治体も同様ではないかと思いま

すが、限られた職員数で多くの問合せを処理して

いるので、どうしても事務的な処理に陥りがちに

なりますが、近隣情報を聞き出すにしても相談者

との面談が必要となります。一方で、発生源が判

明し、立入りや指導を行う時にも面談が発生しま

す。相談者にも日常生活があり、「夜勤で昼間は

寝たい」「近隣と不仲になるのは困る」といった

悩みがあるようです。また、発生源者側にも、「昼

間なので人に迷惑をかけているとは思わなかった」

「対策をしたいのだけれどどの方向だろうか」と

いうような理由や近隣に配慮したい気持ちがある

ようです。発生源者側も近隣の人に迷惑をかけた

くて発生させているわけではないということです。

当然相談者の困っている内容をくみ取ることも必

要であると共に、発生源者に対しても一方的に指

導をするのではなく、真摯に状況を聞き取る作業

が必要であると考えています。また、対応結果を

相談者にうまく伝えなければなりません。「発生

源者が悪い」と決めつけるのではなく、相談者、

発生源者の双方に公平な判断を行い、更なる苦情

に発展させないコミュニケーションが取れるよう

に心がけています。

さて、昨年度を振り返ると、河川での対応が多

かったことが印象強く残っています。主な内容は、

河川の濁りや油膜等でしたが、調査しても発生源

を特定できないことも多くあり、歯がゆい思いを

しました。

問合せがあった場合、河川や下水道の担当部署、

京都府の関係機関に連絡を取り、地図や側溝図面

を見ながら合同で現場確認を行い、調査を進めて
あんきょ

いくわけですが、暗渠（地下に埋設したり覆いを

して、外から見えないようになっている水路）に

阻まれるなどし、なかなか原因究明に至らなかっ

たこともあります。

また、下水のような臭いがするという問合せが

入ったときには、こんなこともありました。相談

者と一緒に現場確認を行うと、下水のような臭い

が確認できたので、周辺調査を行いました。近隣

の住宅を訪ねたり、マンホールや側溝なども確認

したりしました。しかし、なかなか原因が分かり

ませんでした。そんな状況の中、再び相談者宅に

戻ると一番臭気を強く感じたのです。調査の結果、

相談者宅内の排水管が外れていたため、悪臭が発

生していたということが分かったので、下水道担

当部署に引き継ぎを行い、解決に至りました。周

辺に原因があるものだと思い込み行動をとると、

なかなかその意識から抜け出すことができないこ

ともあります。経験を積むと問合せに対して視野

を広げて捉えることができるようになるとは言い

ますが、なかなか先入観を完全に取り除くことは

できないものだと感じました。

苦情相談の対応時には、思い込みによる見落と

しがないように、基本的に複数の職員で対応に当

たるようにしていますが、これには、思いがけな

い紛争に巻き込まれないようにするためや職員一

人一人の負担を軽減するといった理由もあります。

また、苦情相談対応を円滑に行うため、普段か

ら庁内において些細なことでも連絡を取り合った

り、庁外の関係機関との連携を図れるようできる

限り関係者との連絡を密にするようにして、何か

あったときに迅速に対応できるように情報交換な

どしています。

長年当室での対応をしていますが、円滑に仕事

を進めるにも、適切に苦情処理を進めるにも、コ

ミュニケーションが大切だという思いで対応を続

けています。是非、皆さん会話をしましょう！
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ネットワーク

円満円滑でお願いします。

佐賀県伊万里市市民部環境課生活環境係

寳蔵寺 慎太郎

がんばってまーす

伊万里市は、佐賀県の西北部、東松浦半島と北

松浦半島の結合部に位置し、北と東は唐津市、南

は武雄市と有田町、西は長崎県（佐世保市、松浦

市）に接しています。市域は、伊万里湾の最奥部

に形成された市街地を中心に、東西約 25ｋｍ、南

北に約 21ｋｍの広がりを見せ、面積は 255.25ｋ

㎡と佐賀県全体の 10.5％を占めています。

「伊万里」という地名の由来については諸説あ

りますが、「古今和歌集」の編纂や「土佐日記」
き のい い ま ろ

の執筆で有名な紀貫之の祖先である紀 飯 麻呂に

ちなむものであるという説があります。紀飯麻呂

は奈良時代に活躍した公卿で、天平 12 年（740

年）の藤原広嗣の乱で征討副将軍に任ぜられてい

ますが、その従軍の際に伊万里の地を訪れたとさ

れています。
はちまん だ け

そのような伊万里市は東を 八幡 岳 、南を

青螺山
せ い ら さ ん

、西を国見山、等々三方を山々に囲まれ、

西北部からは波静かな伊万里湾が深く入り込むな

ど、豊かで美しい自然に恵まれています。

伊万里湾には、伊万里川や有田川が注ぎ込み、

市の東部には県内最長の松浦川が唐津湾に向かっ

て流れており、これらの主要河川沿いには平地が

開けていますが、市域の大部分を中山間地域と山

林が占めています。また、臨海部は工業用地とし

て整備がなされており、造船を始め木材加工や半

導体関連などの工場が立地しています。

伊万里港においては地理的な優位性を生かした

韓国、中国との国際コンテナ定期航路のほか、神

戸港との間にフィーダー航路を開設し、世界各港

との貿易を行っています。

また、高速道路体系の整備が進んでおり、平成 

30年（2018年）の伊万里 東府招
ひがしふまねき

インターチェン

ジの開通により、福岡都市圏まで約１時間でのア

クセスが可能となっています。

気候は、年平均気温 16.1℃と温暖で、年平均 

2,300ｍｍ程度の降水量があり、豊かな自然環境と

温暖な気候の恩恵を受けた高品質な伊万里牛や伊

万里梨、ブドウなどが生産されています。

伊萬里津大橋と伊万里焼

さて、伊万里市における苦情相談内容について

は、全国的にもそうだと思いますが、高度経済成

長期に見られた「大規模、産業型」ではなく、比

較的小規模な「都市型、生活型」が大部分となっ

ています。公害苦情のほかに、ペットを始め動植

物に関することや墓地に関することなどを含め、

多岐にわたる相談を受け付けておりますが、公害

苦情に絞りますと、非専従の職員 3名で対応して

おり、平成 30年度は 60件の公害苦情相談を受け

付けました。
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60件の中で１番多い苦情相談は、不法投棄に関

することで 26件ありましたが、不法投棄について

の対応は、廃棄物関係の事務を所管するリサイク

ル推進係で対応をしています。 

2 番目に多い相談は、水質汚濁に関することで 

10件あり、「河川に油が浮いている」「水路の水

が白く濁っている」といったような内容でした。

また、最近は近所付き合いが希薄であったり、

建設工事を行う際に周辺住民へ事前説明をしなか

ったりとコミュニケーション不足が原因と思われ

る苦情案件もあります。

今回はそのような事例を少し紹介させていただ

きます。

少し暖かくなってきて、家の窓を開けて過ごす

季節になった頃、市内のとある建設工事の現場か

ら 50ｍ程度離れている近隣住民から、工事の音が

うるさいため防音対策を講じてもらうよう指導し

てほしいと相談がありました。

早速、相談者宅を訪問し、事情を聴き取ると、

コンクリートミキサー車や鉄筋を切るときの音な

ど、テレビの音や電話の声が聞こえないくらい作

業音が大きいときがあるとのことでした。

続いて現地確認を行ったのですが、騒音規制法

等に定められた特定建設作業には該当するような

作業はなく、そこまで大きな音も確認できなかっ

たため、再度苦情相談者へ話を聞くと工事発注者

や建設業者による工事前のあいさつもなく、周辺

住民への配慮が全然足りていないということを繰

り返し話されていたので、そこに苦情の根底があ

ると感じました。

工事の現場責任者に対し、苦情内容を説明した

ところ、隣接地の住民に対する工事の事前説明は

行っていたが、 50ｍ程離れている苦情者宅周辺の

住民までの説明は行っていなかったとのことでし

た。

現場責任者に対し、本件に対する対応を検討す

るよう指導したところ、騒音対策として、住宅側

へ防音シートの設置や騒音計の設置によるデシベ

ル管理、作業員へ作業音に対する指導を行うとと

もに、併せて苦情者宅周辺の住民に対する工事内

容、スケジュール、防音対策の説明を行うとのこ

とでした。

その後、現場責任者が苦情相談者を訪問し、工

事に関する説明を行った際に、工事に対する事前

説明を行ってほしかったと多少のお叱りは受けた

ものの、工事や防音対策などについて丁寧に説明

し、理解してもらったとのことでした。

以降、同工事に対する再度の苦情はなく、無事

に工事も終了しています。

また、苦情相談者は、市のほかに地区の区長さ

んや市議会議員に対しても苦情を申し出ていたた

め、両者から市の対応についてお尋ねがありまし

たが、対応状況を説明したところ、それなら大丈

夫でしょうと納得してもらいました。

本案件の場合、建設業者が前もって苦情相談者

宅周辺でも事前説明を行い、工事について理解を

得ていたら、もしかしたら苦情にまでは至らなか

ったのかもしれません。

伊万里市では、特定建設作業実施届出書が市へ

提出された場合、届出内容の審査のほかに、周辺

住民への事前説明を指導し、住民とのコミュニケ

ーションを取ってもらうことで苦情発生を未然に

防ぐ対策を行っています。

この効果かどうかははっきりとは分かりません

が、特定建設作業に対する苦情は、私が環境課に

来てからの４年間は発生していません。

建設作業以外の苦情についても、苦情者と原因

者のコミュニケーション不足によるものが増えて

きているように感じます。私達としては、できる

だけ苦情者と原因者が良好な関係になってもらえ

るよう今後も苦情対応に取り組んでいきたいと考

えています。
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レジ袋有料化について

環境省環境再生・資源循環局総務課リサイクル推進室

■要旨
近年、海洋プラスチックごみ問題を始めプラスチックを巡る地球規模の環境問題への対応が世

界的課題となっている。これを受け我が国では、「３Ｒ＋ Renewable」（３Ｒの徹底と再生可能
資源への代替）を基本原則とした「プラスチック資源循環戦略」を昨年５月に策定し、持続可能
な循環型社会の構築に向けたプラスチックの３Ｒ等に関する野心的なマイルストーンを設定し
た。
今般、そのマイルストーン達成に向けた具体的施策の第一歩として、本年（令和２年）７月１

日より全国一律でのレジ袋有料化の導入を決定した。国としては、国民生活に身近なレジ袋の有
料化をきっかけとして、使い捨てのプラスチックに頼った国民のライフスタイル変革を目指して
いく。

１．レジ袋有料化の背景
～プラスチックを巡る現状～

プラスチックは短期間で経済社会に浸透し、
我々の生活に利便性と恩恵をもたらしてきた。
一方で、中国を始めとしたアジア諸国の廃棄物
の輸入禁止措置を受けた資源・廃棄物制約や地
球温暖化といった、生活環境や国民経済を脅か
す地球規模の課題が一層深刻さを増している。
特に近年急速にクローズアップされている海洋
プラスチックごみ問題については、プラスチッ
クの不適正な処理のため、世界全体で年間数百
万トンを超えるプラスチックが陸から海洋に流

れ込んでいると推計され、このままでは 2050年
までに魚の重量を超えるプラスチックが海洋に
流出するという予測まである。
我が国は、循環型社会形成推進基本法に規定

する基本原則 1を踏まえ、これまでプラスチッ
クの３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）
や適正処理を率先して進めてきており、その結
果、容器包装等のリデュースを通じたプラスチ
ック排出量の削減が図られ、廃プラスチックの
リサイクル率 27.8％と熱回収率 58.0％を合わ
せて 85.8％の有効利用率 2を達成するなど、陸
上から海洋へ流出するプラスチック量が抑制さ 

1 循環型社会形成推進基本法に基本原則として規定されている第３条～第７条の一部を抜粋すると以下のとおり。
○循環型社会形成推進基本法（平成 12 年法律第 110号）抄
（原材料、製品等が廃棄物等となることの抑制）

第５条 原材料、製品等については、これが循環資源となった場合におけるその循環的な利用又は処分に伴う環境への負荷ができる限り
低減される必要があることにかんがみ、原材料にあっては効率的に利用されること、製品にあってはなるべく長期間使用されること等
により、廃棄物等となることができるだけ抑制されなければならない。
（循環資源の循環的な利用及び処分の基本原則）

第７条 循環資源の循環的な利用及び処分に当たっては、技術的及び経済的に可能な範囲で、かつ、次に定めるところによることが環境
への負荷の低減にとって必要であることが最大限に考慮されることによって、これらが行われなければならない。この場合において、
次に定めるところによらないことが環境への負荷の低減にとって有効であると認められるときはこれによらないことが考慮されなけれ
ばならない。
一 循環資源の全部又は一部のうち、再使用をすることができるものについては、再使用がされなければならない。
二 循環資源の全部又は一部のうち、前号の規定による再使用がされないものであって再生利用をすることができる ものについて
は、再生利用がされなければならない。

三 循環資源の全部又は一部のうち、第一号の規定による再使用及び前号の規定による再生利用がされないものであって熱回収をす
ることができるものについては、熱回収がされなければならない。

四 循環資源の全部又は一部のうち、前三号の規定による循環的な利用が行われないものについては、処分されなければならない。 
2 「プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状況 2017 年」（一般社団法人プラスチック循環利用協会）によれば、マ
テリアルリサイクル 23.4％、ケミカルリサイクル 4.4％、エネルギー回収 58.0％で、有効利用率としては 85.8％。
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レジ袋有料化について

れてきた。一方で、UNEP（国連環境計画）の
報告書によると、プラスチック容器包装廃棄量
（１人当たり）が主要な国・地域の中で２番目
に多いと指摘されていること 3、中国を始めと
するアジア各国による輸入規制が拡大しており
これまで以上に国内資源循環が求められている
こと 4等を踏まえれば、これまでの取組をベー
スにプラスチックの３Ｒを一層推進することが
不可欠である。
そこで関係９省庁は、昨年５月、上記のよう

なプラスチックを巡る諸問題の解決及び持続可
能な循環型社会の構築に向け、プラスチックの
資源循環を総合的に進めていくため「プラスチ

ック資源循環戦略」（以下「本戦略」という。）
を策定した（資料１）。本戦略では、「３Ｒ＋ 

Renewable」（３Ｒの徹底と再生可能資源への代
替）を基本原則とし、目指すべき方向性として、
「2030年までにワンウェイプラスチックを累
積25％排出抑制する」等の３Ｒやバイオマスプ
ラスチックの導入に関する野心的なマイルスト
ーンを設定している。そしてレジ袋有料化は、
本戦略において、「リデュース等の徹底」のた
めの施策の一つとして位置付けられ、国民生活
に身近なレジ袋の有料化をきっかけとして消費
者のライフスタイル変革を促していくことを方
針として掲げた。
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資料１：「プラスチック資源循環戦略」（令和元年５月 31日）概要 

3 「Single-use plastics: A roadmap for sustainability」（国連環境計画、 2018 年） 
4 財務省貿易統計によれば、我が国からの廃プラスチック（プラスチックくず）の輸出量は 2016 年で 153 万トン、 2017 年で 143 万ト
ン、2018 年で 101万トン。



 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

                                                   
  

 

 

以上を踏まえ、関係省庁では、本戦略で設定した
マイルストーン達成に向けた施策の第一歩としてレ
ジ袋有料化に着手し、その具体的な制度内容につい
て昨年９月以降検討を開始した。その結果、できる
限り早くこの海洋プラスチックごみ問題等に対処す
るため、既存の法制度の枠組みを最大限活用すると
いう方針の下、昨年 12月に容器包装に係る分別収集
及び再商品化の促進等に関する法律（以下「容器包
装リサイクル法」という。）に基づく小売業に属する
事業を行う者の容器包装の使用の合理化による容器
包装廃棄物の排出の抑制の促進に関する判断の基準
となるべき事項を定める省令（以下「省令」という。）
を改正し、本年７月１日から全国全ての小売業者に
対してレジ袋の有料化を義務付けることとした。な
お、レジ袋有料化は、これまでスーパーマーケット
を始めとする様々な事業者や自治体等が、プラスチ
ックの削減のため自主的に取組を進めてきており、
レジ袋の辞退率も年々上昇していたが、ここ数年は
削減が思うように進まない状況となっていた。今回、

コンビニエンスストアを始め、これまで有料化がほ
とんど実施されていない様態の小売店も含め全国一
律でレジ袋有料化が実施されることで、不必要なレ
ジ袋の使用削減が一層進むと期待している。
以下、制度の主なポイントについて簡単に解説す

る。

２．レジ袋有料化のポイント
（１）対象となる事業者について
今般の制度改正においては、コンビニエンススト

ア等の大手小売事業者から地域の商店街の専門店
まで、事業者の規模を問わず商品を消費者に提供す
る際にプラスチック製のレジ袋を用いる全ての小
売業者が対象となる 5。
また、食品製造業者が製品をショッピングモール

で一時的に販売する場合等、主たる業種が小売業で
はない事業者が、事業の一部として小売事業を行う
場合も、有料化の対象となる（資料２－１）。

資料２－１：対象となる事業者 

5 容器包装リサイクル法に基づき以下の業種が対象となる。
各種商品小売業、織物・衣服・身の回り品小売業、飲食料品小売業、自動車部分品・附属品小売業、家具・じゅう器・機械器具小売業、医薬品・化
粧品小売業、書籍・文房具小売業、スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業及びたばこ・喫煙具専門小売業
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レジ袋有料化について

一方、クリーニング業などレジ袋と同等のプ
ラスチック製の袋を事業活動の中で使用してい
る場合であっても、小売業に該当しないために、
省令の対象から外れてしまう業種もある。しか
し、不必要な使い捨てプラスチックをできる限
り削減し、国民のライフスタイルを変革すると
いう制度の趣旨・目的を考えれば、あらゆる業
種においてプラスチック製の袋の削減に向けた
措置が講じられることが望ましく、国としては、
省令の対象事業者でなかったとしても、事業者
の自主的取組として有料化と同様の措置を講じ
ることを推奨している。

（２）対象となる袋について
今回の制度の基本理念として、消費者のライ

フスタイル変革を促すべく、省令の対象となる
か否かにかかわらず、あらゆるレジ袋について
有料化することにより過剰な使用を抑制してい
くことを基本としている。「レジ袋」と言えば
スーパーマーケットやコンビニエンスストアで
もらう袋を想像しやすいが、百貨店や書店でも
らうプラスチック製の袋も対象である。

また同時に、本戦略に掲げた基本原則である
３R+Renewable の観点から後述のような一定
の環境性能が認められる買物袋への転換を推進
することとしている。
この基本的な考え方を基に、「消費者が購入

した商品を持ち運ぶために用いる、持ち手のつ
いたプラスチック製買物袋」を省令で有料化を
義務付ける対象の袋と定義し、一定の環境性能
を有するプラスチックのフィルムの厚さが 50
マイクロメートル以上で繰り返し使用可能な袋、
海洋生分解性プラスチックの配合率が 100％の
袋、バイオマス素材の配合率が 25％以上の袋の
３種類については省令で有料化を義務付ける対
象からは外している。ただし、一定の環境価値
を有する袋についてもむやみに無償配布を推奨
する趣旨ではなく、これらについてもむしろ、
市場の中でその環境価値が適切に評価され、消
費者と事業者との間はもちろん、企業間取引も
含め適正な価格の支払いがなされることが期待
される（資料２－２）。
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資料２－２：対象となる袋



 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

省令の対象とならない一定の環境性能を有す
るプラスチック製の袋を配布する場合は、消費
者が一見してその袋の環境性能を判別できなく
てはならない。そこで今回の制度改正において
は、これらの袋を配布する場合にはそれぞれ以
下のようにその環境性能を示すマーク等を袋ご
とに記載することを求めている。 

a.プラスチックのフィルムの厚さが 50 マイクロ
メートル以上のもの

必要な表示：フィルムの厚さが 50 マイクロメ
ートル以上であり、繰り返し使用を推奨する
旨の記載又は記号 

b.海洋生分解性プラスチックの配合率が 100％
のもの

必要な表示：海洋生分解性プラスチックの配合
率が 100％であることが第三者により認定又
は認証されたことを示す記載又は記号 

c.バイオマス素材の配合率が 25％以上のもの
必要な表示：バイオマス素材の配合率が 25％以
上であることが第三者により認定又は認証さ
れたことを示す記載又は記号

なお、バイオマスプラスチックについては、
既に国際標準の技術評価手法が確立しており、
国内にも同基準に基づき認証を行っている機関
があるが、海洋生分解性プラスチックについて
は、現時点でそのような国際標準の技術評価手
法が確立されていない。海洋生分解性プラスチ
ックの普及促進のためにも、できる限り早く国
際標準化された技術評価手法の確立が必要であ
る。
その他、省令の対象となるか否かの判断基準

としては、社会通念上形状として袋と言えるか
否か、中身が商品であるか否か、持ち運ぶため
の袋と言えるか否か（持ち手の有無）等の基準

がある。ここでは詳細な説明は省略するが、い
ずれにしても省令の対象となるか否かにかかわ
らず、上述の基本理念のとおり、あらゆるレジ
袋について有料化することにより過剰な使用を
抑制していくことが基本である。

（３）価格設定と売り上げの使途について
今回の制度改正において、袋１枚当たりの

価格については、袋のサイズ・用途や仕入れ
主体・方法などにより、様々なケースが考え
られることから、各事業者が消費者のライフ
スタイル変革を促すという本制度の趣旨・目
的を踏まえつつ、自ら設定することとし、国
が統一の価格設定しているわけではない。た
だし、１枚当たり１円以下の価格設定として
いる場合や、２枚目以降無料配布といった、
消費者のライフスタイル変革という制度の趣
旨目的に逆行するような場合は「有料化して
いる」とは認めないこととした。
また、「有料化」とは、レジ袋を提供する

に当たって、一定の対価を徴収することを指
している。そのため例えば、レジ袋を辞退し
た場合の現金値引きやポイント付与、その他
の利益供与を行うことはここでいう有料化に
は当たらない（事業者の自主的取組として、
一定の対価の徴収と併用してポイント付与を
行うこと等は当然妨げられない）。また、商
品と袋の価格を一体で表示すること自体は妨
げられるものではないが、その場合でも、表
示されている価格のうち、レジ袋の価格がい
くらであるのかが表示され、レジ袋を辞退し
た場合にはその分が全体価格から差し引かれ
なければならない。
レジ袋の売り上げの使途についても、国が

その使途を限定しているわけではなく、事業
者自らが判断できる。既にレジ袋有料化に取
り組んでいる事業者の例を見ると、売り上げ
を環境保全活動や社会貢献活動に充てている
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レジ袋有料化について

例も多く、消費者理解の観点からも、使途に
ついても事業者が自主的に情報発信すること
を国として推奨している（資料２－３）。
なお、具体的な設定価格についてはこれま

で自主的取組として先行実施している事業者
の事例を、関係省庁が策定したレジ袋有料化
に係るガイドラインの中で示している。これ

らの先行事例を見ると、 1 枚当たり２～３円
であったとしても、レジ袋の辞退率は 80％を
超えている事例もあり、レジ袋の辞退率向上
のためには必ずしも価格設定だけが重要な要
素ではなく、声かけの推進やマイバッグ等の
代替手段の提示も非常に重要であると思われ
る。

資料２－３：価格設定と売り上げの使途について

３．最後に
日本から毎年排出される廃プラスチックのう

ちレジ袋が占める割合は２％程度と言われてお
り、プラスチックごみ全体の量から見ればごく
僅かである。しかし、レジ袋は、我々の生活の
中に深く浸透し、我々の生活の中にある使い捨
てプラスチックを象徴するものと言える。今般
のレジ袋有料化の真の目的は、レジ袋を有料化
することではなく、そのレジ袋の有料化をきっ
かけに（レジ袋以外のものも含めて）使い捨て
プラスチックに頼った国民のライフスタイル変
革を促していくことである。国民の皆様にはこ

の制度趣旨を是非御理解いただき、不必要な使
い捨てプラスチックの削減の御協力をお願いし
たい。
また、レジ袋の排出抑制の取組は、これまで

も地方自治体や環境意識の高い事業者等におい
て実施されてきた。本年 7 月 1 日から全国一律
でレジ袋有料化が開始されるが、引き続き、地
方自治体や事業者等の皆様におかれては、それ
ぞれの実情を踏まえ、レジ袋を始めとする使い
捨てプラスチックの更なる排出抑制に向け、創
意工夫ある取組を積極的に行っていただきたい。
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東京国際空港航空機騒音調停申請事件

（平成 28 年（調）第 10 号事件）の終結について

公害等調整委員会事務局

１ 事案の概要
本件は、東京国際空港（以下「本件空港」

という。）近隣において事業を営む法人５名
（申請人ら）から、国土交通大臣を相手方（被
申請人）として、本件空港を離着陸する航空
機を増便する旨の被申請人策定の計画案が
実現すると、南風運用時の 15 時から 19 時
までの間のうち 3 時間程度、Ａ滑走路の北側
から航空機の着陸が行われ、申請人らに対し、
騒音等による被害が生じるとして、被申請人
に対し、本件空港のＡ滑走路を一切の航空機
の北側からの着陸に供用しないこと及び損
害賠償金合計５億円を申請人らに支払うこ
と、予備的に、一切の航空機に対して、本件
空港Ａ滑走路の北側から着陸することを許
可又は指示しないことを求めた事案です。

【国土交通省公表資料をもとに公害等調整
委員会事務局が作成】

２ 審理の経過
公害等調整委員会は、本申請受付後、直ち

に調停委員会を設け、18 回の調停期日を開
催するとともに、計画案が実現した場合の状
況を推測するために、大阪国際空港周辺にお
いて現地調査を実施するなど、手続を進めた
結果、令和２年１月 31 日、当事者双方の合
意が整い、調停が成立し、本事件は終結しま
した。

【参考】手続経過
平成28年９月９日 調停申請受付
平成29年１月27日 第１回調停期日 

(以降、概ね１～３か月に一
度の頻度で調停期日を実
施)

平成30年３月26日 大阪国際空港周辺における
現地調査

令和２年１月31日 第 18回調停期日（本事件の
調停が成立）

３ 調停の概要
成立した調停の概要は、以下のとおりです。 

(1) 被申請人は、今般の飛行経路の見直しに
当たり、下記について確認

・周辺地域への影響を抑制するために被申
請人が行う取組

・Ａ滑走路における航空機の運航の見通し
・申請人ら周辺地域の航空機高度及び騒音
レベルの見通し 

(2) 被申請人は、本件見直しによる航空機の
運航の開始後に、航空機による騒音の測定
を行い、その結果を情報提供

４ 本調停について
本件は、東京国際空港における航空機の増

便のための飛行経路の見直しに伴う周辺地
域への影響という、社会的関心の高い事例で
す。航空政策の一環としての飛行経路の見直
しを必要とする被申請人と、それに不安を覚
える申請人らとの間には意見の隔たりがあ
りましたが、継続的に調停手続を行った結果、
見直される飛行経路の運用開始前に調停が
成立することとなりました。行政による申請
人らの周辺地域における騒音測定やその結
果の情報提供など、被申請人の取組や今後の
騒音の見通しを飛行開始前に確認すること
を内容として、調停の成立に至ったものです。
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公害等調整委員会の動き

公害等調整委員会の動き
（令和２年１月～３月）

公害等調整委員会事務局

1 審問期日の開催状況

月 日 期 日 開催地

２月３日 千葉市における室外機等からの騒音・低周波音による健康被

害原因裁定申請事件 第１回審問期日

東 京

３月 18日 千葉市における室外機等からの騒音・低周波音による健康被

害原因裁定申請事件 第２回審問期日

東 京

２ 公害紛争に関する受付・終結事件

の概要

受付事件の概要

○ 草津市における室外機等からの騒音・低周波

音による健康被害原因裁定申請事件

（令和２年（ゲ）第１号事件）

令和２年３月 12日受付

本件は、申請人に生じた睡眠障害、頭痛、め

まい、動悸、耳の痛み等の健康被害は、被申請

人らの店舗用に設置された室外機、変電設備、

クーリングタワーからの騒音・低周波音による

ものである、との原因裁定を求めるものです。 

○ 神戸市における鉄道からの振動・騒音によ

る財産被害等責任裁定申請事件

（令和２年（セ）第３号事件）

令和２年３月 24日受付

本件は、被申請人が運行する特急等電車が通

過するたびに振動及び騒音に暴露され、静穏の

破壊、ストレス、安眠妨害等の精神的肉体的被

害を受けており、また、振動・騒音により土地

の価値が大幅に下落したとして、被申請人に対

し、損害賠償金合計 700万円等の支払を求める

ものです。

終結事件の概要

○ 兵庫県稲美町におけるほ場整備工事に伴う地

盤沈下による財産被害責任裁定申請事件

（平成 29年（セ）第 8号事件） 

① 事件の概要

平成 29 年 12 月 11 日、兵庫県稲美町の住民 
1人から、兵庫県を相手方（被申請人）として

責任裁定を求める申請がありました。

申請の内容は以下のとおりです。被申請人が

実施した申請人宅西側におけるほ場整備工事を

実施した際、法面を保護する工事を行わなかっ

たため、申請人宅敷地の土が流出し、その結果、

不同沈下が生じ、申請人宅の柱の傾き、タイル

や壁のひび割れ等の被害が発生し、倒壊する可

能性が高い状態となったことから、申請人宅と

同程度の住宅を確保するため、被申請人に対し、

損害賠償金 7447万円の支払を求めたものです。 
② 事件の処理経過

公害等調整委員会は、本申請受付後、直ちに

裁定委員会を設け、 1回の現地審問期日を開催

するとともに、ほ場整備工事と申請人宅の被害

との因果関係に関する専門的事項を調査するた

めに必要な専門委員 1人を選任したほか、委託

調査、事務局による現地調査等を実施するなど、

手続を進めた結果、令和 2 年 1 月 14 日、本件

申請を棄却するとの裁定を行い、本事件は終結

しました。
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公害等調整委員会の動き

○ 栗東市における林道工事に伴う水質汚濁によ

る財産被害原因裁定申請事件

（平成 29年（ゲ）第 5号事件） 

① 事件の概要

平成 29 年 10 月 31 日、滋賀県栗東市の錦鯉

の養殖を行う法人から、栗東市を相手方（被申

請人）として原因裁定を求める申請がありまし

た。

申請の内容は以下のとおりです。申請人が経

営する養鯉場において飼育していた錦鯉の大量

死は、同養鯉場が取水をする河川の上流におい

て、被申請人が事前に申請人に周知することな

く林道及びその周辺の工事を実施し、同工事に

おいて使用した土質改良材の中和が不十分だっ

たために強アルカリ性の水を発生させたことに

よるものである、との原因裁定を求めたもので

す。 
② 事件の処理経過

公害等調整委員会は、本申請受付後、直ちに

裁定委員会を設け、 1回の現地審問期日を開催

するとともに、工事による水質の変化と錦鯉の

死因との因果関係に関する専門的事項を調査す

るために必要な専門委員 1 人を選任するなど、

手続を進めた結果、令和 2 年 1 月 28 日、本件

申請を棄却するとの裁定を行い、本事件は終結

しました。 

○ 東京国際空港航空機騒音調停申請事件

（平成 28年（調）第 10号事件） 

① 事件の概要

平成 28年 9月 9日、東京国際空港（以下「本

件空港」という。）近隣において事業を営む法

人 5名から、国土交通大臣を相手方（被申請人）

として、公害等調整委員会に調停を求める申請

がありました。

申請の内容は以下のとおりです。本件空港を

離着陸する航空機を増便する旨の被申請人策定

の計画案が実現すると、南風運用時の 15 時か

ら 19時までの間のうち３時間程度、 A滑走路の

北側からの航空機の着陸が行われ、 1時間当た

り 14機（4分から 5分に 1機）程度の頻度で申

請人らの事業所の上を航空機が飛ぶことになり、

申請人らの人格権及び財産権に対し、受忍限度

をはるかに超える甚大な被害が生じることが明

白であるとして、被申請人に対し、主位的に、

本件空港 A滑走路を一切の航空機の北側からの

着陸に供用しないこと及び損害賠償金合計 5億
円を申請人らに支払うこと、予備的に、一切の

航空機に対して、本件空港 A滑走路の北側から

着陸することを許可又は指示しないこと、を求

めたものです。 
② 事件の処理経過

公害等調整委員会は、本申請受付後、直ちに

調停委員会を設け、調停期日を開催するととも

に、現地調査の実施（計画案が実現した場合の

状況を把握するため、大阪国際空港周辺におい

て航空機騒音の測定調査の実施）等を行なうな

ど、手続を進めた結果、令和 2 年 1 月 31 日、

第 18 回調停期日において、被申請人は、今般

の本件空港における飛行経路の見直しにあたり、

①周辺地域への影響を抑制するために被申請

人が行う取組 
②A滑走路における航空機の運航の見通し

③申請人ら周辺地域の航空機高度及び騒音

レベルの見通し

の点に関して確認するとともに、本件見直しに

よる航空機の運航の開始後に、航空機による騒

音の測定を行い、その結果を情報提供すること

を内容とする調停が成立し、本事件は終結しま

した。 

○ 東大阪市における工場からの大気汚染・悪臭

による健康被害等責任裁定申請事件

（平成 29年（セ）第 9号事件） 

① 事件の概要

平成 29 年 12 月 12 日、大阪府東大阪市の住

民 1人から、精密機器製造販売会社を相手方（被

申請人）として責任裁定を求める申請がありま

した。

申請の内容は以下のとおりです。申請人は、

被申請人工場から発生する揮発性有機化合物や

重金属を含むガス及び粉じんによる大気汚染及

び悪臭に起因して化学物質過敏症を発症するな

ど、健康に不調を来すようになり、また、購入

した住宅が臭気により居住不能となったことか

ら、財産的損害及び精神的・肉体的苦痛に対す

る賠償として、被申請人に対し、損害賠償金 
1400万円の支払を求めたものです（その後、請

求金額は 1057万 7000円に変更）。 
② 事件の処理経過

公害等調整委員会は、本申請受付後、大阪府

公害審査会に対して責任裁定申請の受理につい

て意見照会を行い、受理について特段の支障は

ないとの回答を受けたので、直ちに裁定委員会

を設け、2回の現地審問期日を開催するととも

に、被申請人工場が排出している物質と申請人

の健康被害等との因果関係等に関する専門的事

項を調査するために必要な専門委員 1人を選任

したほか、事務局及び専門委員による現地調査
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公害等調整委員会の動き

等を実施するなど、手続を進めた結果、令和 2
年 2 月 18 日、本件申請を棄却するとの裁定を

行い、本事件は終結しました。 

○ 豊島区における建物改修工事に伴う大気汚染

による財産被害原因裁定嘱託事件

（平成 30年（ゲ）第 2号事件） 

① 事件の概要

平成 30年 3月 1日、公害紛争処理法第 42条
の 32 第 1 項の規定に基づき、東京地方裁判所

から、原因裁定をすることの嘱託がありました。

嘱託事項は以下のとおりです。東京都住民 93
人（原告）の各所有建物の屋根等にさびや鉄粉

の付着による塗膜の破損や発錆による腐食等の

損傷被害が生じた原因は、建設会社（被告）が

実施した小学校の外部鉄骨階段の改修工事をし

た際に大気中にさびや鉄粉を飛散させたことに

よるものであるかについて、原因裁定を求めた

ものです。

なお、その後、訴えの取下げ等により、原告

数は 64人と変更されました。 
② 事件の処理経過

公害等調整委員会は、本嘱託受付後、直ちに

裁定委員会を設け、 1回の審問期日を開催する

とともに、被告が大気中に飛散させたさびや鉄

粉と原告らの各所有建物の損傷被害との因果関

係に関する専門的事項を調査するために必要な

専門委員 1人を選任したほか、事務局及び専門

委員による現地調査等を実施するなど、手続を

進めた結果、令和 2年 2月 25 日、原告ら所有

建物のさびや鉄粉の付着による塗膜の破損や発

錆による腐食等の損傷被害と被告が小学校の外

部鉄骨階段の改修工事をした際に大気中にさび

や鉄粉を飛散させたこととの間に因果関係は認

められないとの裁定を行い、本事件は終結しま

した。
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都道府県公害審査会の動き

都道府県公害審査会の動き
（令和２年１月～３月）

公害等調整委員会事務局

１．受付事件の状況

事件の表示 事 件 名 受付年月日

東京都

令和２年(調)第１号事件
工場からの騒音・低周波音・振動被害防止請求事件 R２.３.２

岐阜県

令和２年(調)第１号事件
運送会社からの騒音等被害防止請求事件 R２.２.25

静岡県

令和２年(調)第１号事件 茶工場からの粉じん被害防止請求事件 
R２.３.16

大阪府

令和２年(調)第１号事件 ゴム製品製造工場からの振動被害防止請求事件 
R２.１.29

広島県

令和２年(調)第１号事件 鉄鋼会社からの大気汚染被害防止請求事件 
R２.１.14

福岡県

令和２年(調)第１号事件 浄水場宅地造成工事に係る振動損害賠償請求事件 
R２.２.５

福岡県

令和２年(調)第２号事件 菓子工場からの騒音被害防止請求事件 
R２.３.16

沖縄県

令和２年(調)第１号事件 近隣作業場からの騒音被害防止請求事件 
R２.２.20

沖縄県

令和２年(調)第２号事件 建設会社からの騒音被害防止請求事件 
R２.３.３
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都道府県公害審査会の動き

２．終結事件の概要

事件の表示 申請人 被申請人 請求の概要 終結の概要

北海道

平成30年(調)

第２号事件 

[水産加工品製造

会社からの大気

汚染被害防止請

求事件]

北海道

住民１人

水産加工

品製造会

社

平成30年10月11日受付

被申請人の事業場における重
油の使用により、黒煙と黒い
煤が発生し、申請人宅の屋根
や壁などが汚れ、長年のうち
に腐食が発生している。よっ
て、被申請人は重油を燃料と
しているが、これをプロパン
ガスに変更すること。

令和２年２月３日

調停申請取下げ

申請人は、都合によ
り、調停申請を取り
下げたため、本件は
終結した。

神奈川県

令和元年(調)

第１号事件 

[マンション建設

工事禁止等請求

事件]

神奈川県

住民９人

不動産会

社

建設会社

神奈川県 
(代表者

知事)

令和元年５月 17日受付

本件マンション建設に伴い想

定される土壌汚染の拡散や騒

音、振動、粉塵及び風砂塩

害、地盤沈下、眺望侵害の被

害は社会通念上の受忍限度を

超えており、しかも、本件事

業者被申請人Ｂ社及び被申請

人Ｃ社は、それらの被害につ

いて十分な説明も申請人への

誠実な協議も行わず、被害を

回避すべき対策も講じていな

いことから、本件被害が生じ

るおそれのある地域周辺で長

年享受されてきた海と緑に囲

まれた良好な生活環境を大き

く損なうことが考えられる。

よって、⑴被申請人Ｂ社及び

被申請人Ｃ社はマンション建

設予定地においてマンション

の建設工事及びそれに付随す

る造成、掘削工事をしてはな

らない、⑵被申請人Ｂ社及び

被申請人Ｃ社は上記事業活動

が行われる場所において、土

壌汚染対策法及び神奈川県生

活環境の保全等に関する条例

に基づく土壌汚染の詳細調査

を行い、その結果を速やかに

公開し、土壌汚染被害が申請

人を含む周辺住民に及ぶおそ

れのない土壌汚染対策を行わ

なくてはならない、⑶被申請

人Ｂ社及び被申請人Ｃ社は上

令和２年２月 28日
調停打切り

調停委員会は、４回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。
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都道府県公害審査会の動き

事件の表示 申請人 被申請人 請求の概要 終結の概要

記事業活動につき、申請人に

マンションの建設による騒

音、振動、粉塵及び風、砂、

塩害、地盤沈下、眺望侵害等

の被害が及ばないよう、計画

を変更しなければならない、

⑷被申請人神奈川県知事は上

記の請求事項が行われるよ

う、被申請人Ｂ社及び被申請

人Ｃ社を監督指導しなければ

ならない。

岐阜県

平成30年(調)

第１号事件 

[ゴム製品製造工

場からの騒音等

被害防止請求事

件] 

岐阜県

住民１人

ゴム製品

等製造会

社

平成30年８月８日受付

被申請人は、工場建設以降現

在に至るまで、悪臭、騒音、

振動を出し続けている。騒

音、振動により不眠症を発症

し、10年来にわたって睡眠薬

の服用を余儀なくさせられて

おり、またこの騒音と悪臭に

より、申請人所有の不動産の

価値が毀損されている。よっ

て、⑴被申請人は、当工場が

排出する悪臭を止めること、

⑵被申請人は、当工場が出す

騒音、振動を受忍限度内に収

めること、⑶被申請人は、当

工場の深夜の操業を止めるこ

と（現在は 24時間操業であ

り、深夜の振動音は極めて不

快）、⑷現在の日曜日だけの

休業に土曜日、祭日も加える

こと、⑸被申請人は、申請人

に対し慰謝料（ 50年の長きに

わたって与え続けた苦痛相当

分）を支払うこと、⑹被申請

人は、申請人に対し申請人の

所有不動産の毀損分を支払う

こと、⑺被申請人は、申請人

宅の環境が受忍限度内におさ

まるまで、毎月迷惑料を支払

うこと。

令和２年３月 23日
調停成立

調停委員会は、６回

の調停期日の開催等

手続を進めた結果、

調停委員会の提示し

た調停案を当事者双

方が受諾し、本件は

終結した。
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都道府県公害審査会の動き

事件の表示 申請人 被申請人 請求の概要 終結の概要

三重県

令和元年(調)

第１号事件 

[金属加工工場か

らの騒音・振動

問題調整事件 ]

金属加工

会社

三重県

住民１人

令和元年12月３日受付

被申請人から、申請人工場に

おいて稼働しているプレス機

からの振動及び騒音により被

害を受けているといった苦情

が寄せられている。これま

で、被申請人からの苦情につ

いて、当事者間で話合いを行

なってきたが、調停による解

決を図りたい。よって、申請

人と被申請人との間の紛争を

調整する。

令和２年２月 13日
調停打切り

調停委員会は、１回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。

京都府

令和元年(調)第

２号事件 

[近隣店舗からの

悪臭被害防止請

求事件]

京都府

住民１人

京都府

住民１人

令和元年７月９日受付

被申請人の飲食店店舗はＣ通

りに面する７階建てマンショ

ンの１階にあり、その調理場

からの排気は道路に面した排

気口から排出され、その臭気

が店舗前面及び上に向けて拡

散している。また、時には、

店舗前で顧客らが喫煙するこ

とがあり、そのタバコ臭も拡

散している。なお、この排気

は店舗の奥にある二箇所の調

理場から天井に配管されたダ

クトを通じて排出されている

ものであるが、何らの防臭、

脱臭装置も設置されていな

い。申請人は、住宅地にある

分譲マンションの区分所有者

であり、平成 22年５月から同

室に居住している。被申請人

は、平成29年３月から飲食店

を開業したが、以来、被申請

人の店舗からの調理の臭いに

苦しみ、道路に面したベラン

ダに出ることは出来ず、ま

た、開口部を開けること、洗

濯ものを干すことも出来ず、

また調理臭は換気口から部屋

にも侵入し、当初は我慢して

いた。しかし、平成 30年11月

頃からは、不眠・緊張が続く

ことで日常生活にも支障を来

令和２年３月 24日
調停成立

調停委員会は、６回

の調停期日の開催等

手続を進めた結果、

調停委員会の提示し

た調停案を当事者双

方が受諾し、本件は

終結した。
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都道府県公害審査会の動き

事件の表示 申請人 被申請人 請求の概要 終結の概要

すようになっており、医師か

らはその症状の原因は臭いに

よる環境因である可能性が高

いと言われている。よって、

被申請人の店舗の調理場から

排出される煙、臭いについて

店舗の前面からの排出を変更

するか、強力な防臭・脱臭装

置の設置することを求める。

京都府

令和元年(調)

第３号事件 

[グラウンドから

の騒音被害防止

請求事件]

京都府

住民１人

京都府 
(代表者

知事)

令和元年７月 12日受付

Ｂ高校野球部員の声やバッテ

ィング音等がうるさくて、窓

が開けられない、家で勉強や

読書をすることができない、

頭が痛くなる等、生活に支障

を生じている。よって、⑴Ｂ

高校グラウンド南東のバッテ

ィング練習用のゲージをグラ

ウンド北側に移動すること、

⑵Ｂ高校グラウンドに防音設

備をつけること、⑶Ｂ高校グ

ラウンド東側の野球部の練習

をグラウンドの北側で行うよ

うにすること、⑷申請人の室

内で練習の声 /音が聞こえな

いようにすること、⑸Ｂ高校

長は責任を持って部下及び生

徒の指導と管理をすること。

令和２年２月 19日
調停打切り

調停委員会は、４回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。

大阪府

令和元年(調) 

第１号事件 

[水産物加工工場

騒音等被害防止

請求事件]

大阪府

住民１人

水産物加

工会社２

社

令和元年５月 17日受付

申請人は約３年前から、認知

症の実母らを支援するため、

被害発生地域に所在する実家

に週の半分程度寝泊まりをし

ているが、被申請人らが深夜

に発生させる作業音等に悩ま

されている。これまで直接、

苦情を申し出たり、市役所に

指導を求めてきたが、騒音が

改善されない。よって、被申

請人らは、⑴申請人が平穏な

社会生活が営めるように防音

設備を設置する等の対策を講

じなければならない、 ⑵騒音

を伴う作業については午前 10

令和２年２月 17日
調停打切り

調停委員会は、４回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。
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都道府県公害審査会の動き

事件の表示 申請人 被申請人 請求の概要 終結の概要

時から午後８時までとし、付

近住民の睡眠を妨げるような

ことがあってはならない。

大阪府

令和元年(調)

第５号事件 

[金属加工工場騒

音被害防止請求

事件]

大阪府

住民２人

金属加工

会社

令和元年10月８日受付

被申請人は平成 27年１月頃か

ら上記住所で設備製造を営ん

でいるが、ハンマー、グライ

ンダー等の工具や門型クレー

ン等による騒音が酷く、申請

人らは窓を開けることができ

ないなどの被害を受けてい

る。申請人らはこれまで、直

接被申請人会社に対策を講じ

るよう要望したり、市役所も

含めた三者で申請人ら住居の

防音対策工事について話し合

いを行うなどしてきたが、合

意には至らなかった。よっ

て、被申請人は⑴騒音につい

て規制基準内にするよう防音

対策を講じなければならな

い、⑵操業時間を午前８時か

ら午後６時までとし、休日に

騒音が発生する作業をしては

ならない、⑶これらの措置を

講じない場合は、申請人宅に

おいて既に実施した防音対策

工事の費用を負担しなければ

ならない。

令和２年２月 26日
調停申請取下げ

申請人は、都合によ

り、調停申請を取下

げたため、本件は終

結した。

兵庫県

令和元年(調)

第２号事件 

[マンション建設

工事に係る大気

汚染損害賠償請

求事件]

兵庫県

住民２人

建設会社 令和元年９月２日受付

新築マンション建設工事に伴

って、化学物質が舞うことに

より、化学物質過敏症の症状

が悪化しないよう、自宅から

一時退避する必要がある。よ

って、新築マンション建設工

事に伴う大気汚染公害に対す

る安全確保のための金銭的補

償420万円の支払を求める。

令和２年２月 28日
調停打切り

調停委員会は、２回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。
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都道府県公害審査会の動き

事件の表示 申請人 被申請人 請求の概要 終結の概要

島根県

令和元年(調)第

１号事件 

[太陽光発電所騒

音被害防止請求

事件]

島根県

住民１人

太陽光発

電所の設

計・建設

工事・施

工管理会

社

令和元年６月 13日受付

被申請人Ｂ社は、Ｃメガソー

ラーを営んでおり、そこから

発生する騒音により、申請人

は、心理的・感覚的被害を受

けている。よって、被申請人

Ｂ社は、⑴Ｃメガソーラー発

電所から発生する騒音を低減

させること、⑵申請人に事前

説明の上、申請人の住宅周辺

及びＣメガソーラー太陽光発

電所周辺にて計量証明機関に

よる騒音調査を実施するこ

と、⑶⑵の結果に基づき、周

辺に対する騒音の影響を再評

価すること、⑷⑶の結果に基

づき、騒音を低減する措置を

行うこと、⑸⑷の措置を実施

する前に申請人に対して丁寧

に説明し、了解を得ること、

⑹騒音の低減措置が十分でな

い場合、夜間、変圧器への通

電を停止させる等の抜本的な

措置を取ること。

令和２年２月 25日
調停打切り

調停委員会は、２回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。

大分県

令和元年(調)第

１号事件 

[コインランドリ

ーからの騒音等

被害防止請求事

件] 

大分県

住民２人

コインラ

ンドリー

経営会社

令和元年８月 22日受付

申請人らは、申請人らの住所

地の道路を隔てて向かい側に

ある被申請人Ｂ社が運営する

コインランドリーの稼働によ

って発生する騒音及び悪臭に

より、不眠症・精神的不安定

となった。よって、コインラ

ンドリーの稼働によって発生

する騒音及び悪臭について、

仮に騒音と悪臭が法律違反で

あれば、被申請人Ｂ社が費用

を負担して騒音防止、悪臭防

止措置を講じてほしいが、法

律違反でなければ、費用は申

請人らが負担し、双方が納得

した施工方法で、騒音防止及

び悪臭防止の措置を講じさせ

てほしい。

令和２年３月９日

調停打切り

調停委員会は、２回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。

（注）上記の表は、原則として令和２年１月１日から令和２年３月 31日までに各都道府県公害審査会等から当委員会に報告があ

ったものを掲載しています。
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 公調委 TOPIC 

リーフレット「騒音や悪臭などでとてもお困りの方へ」を改訂しました

公害紛争処理制度に関するリーフレット「騒音や悪臭などでとてもお困りの方へ」を改訂

しました。ご活用ください。 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000681109.pdf 

全国の公害苦情相談窓口をホームページに掲載しました

全国の市区町村及び都道府県の公害苦情相談窓口をホームページに掲載しました。公害で

お困りになったら、お住まいの市区町村又は都道府県の公害苦情相談窓口の相談員にご相談

ください。 

https://www.soumu.go.jp/kouchoi/complaint/soudan_madoguchi.html 

政府広報テレビ番組で公害苦情相談窓口を紹介しました

政府広報テレビ番組「徳光＆木佐の知りたいニッポン！」（BS-TBS）の冒頭コーナー「ピッ

クアップ！～霞が関からのお知らせ～」において、暮らしの中の公害でお困りの方の助けと

なる公害苦情相談窓口について紹介しました。 

https://www.gov-online.go.jp/pr/media/tv/kasumigaseki/movie/20200307.html 

第 101号 令和２年５月

編集 総務省公害等調整委員会事務局
〒100-0013 東京都千代田区霞が関 3-1-1

中央合同庁舎第４号館

内容等のお問い合わせ先 総務課広報担当 
Tel：03-3581-9601（内線 2315） 

03-3503-8591（直 通） 
Fax：03-3581-9488 
E-mail：kouchoi＠soumu.go.jp

※本誌に掲載した論文等のうち、意見にわたる部分は、それぞれ筆者の個人的見解であること
をお断りしておきます。
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